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2020年改正個人情報保護法附則第10条

• 2020年改正法の附則第10条

• 「政府は、この法律の施行後三年ごとに、個人情報の保護に関する国
際的動向、情報通信技術の進展、それに伴う個人情報を活用した新た
な産業の創出及び発展の状況等を勘案し、新個人情報保護法の施行
の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に
基づいて所要の措置を講ずるものとする。」
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2015年改正個人情報保護法附則第12条第3項

「3 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後三年を目途と

して、個人情報の保護に関する国際的動向、情報通信技術の進展、そ
れに伴う個人情報を活用した新たな産業の創出及び発展の状況等を勘
案し、新個人情報保護法の施行の状況について検討を加え、必要があ
ると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとす
る。」
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園部逸夫・藤原靜雄編集個人情報保護法制研究会著
『個人情報保護法の解説＜第三次改訂版＞』

（ぎょうせい、2022年6月）563頁

• 【解説】

• 平成27年改正法附則第12条第3項において、政府は、この法律の施
行後3年ごとに、改正後の個人情報保護法の施行状況について検討
を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置
を講ずるものとするとされている。

• しかしながら、令和2年改正の施行期日は、公布の日から起算して2
年を超えない範囲内において政令で定める日とされているところ、上
記の見直し規定によれば、平成27年改正の施行後3年ごとに検討を行
う必要が生じるため、令和5年には当該規定に基づいた見直しが求め
られることとなり、令和2年改正の施行後僅か1年程度で見直しを行わ
なければならないこととなる。ここで再度個人情報保護法の改正を行
い、その施行施行期日を公布の日から 4



• 起算して2年を超えない範囲内において政令で定める日とすることを繰
り返すと、その後も、改正法の施行ごとに1年で見直しを行わなければ
ならないことになる。

• また、平成27年改正の附則の規定により検討が求められる対象は、
令和2年改正前の本法の施行状況であるため、令和2年改正の施行の
状況は、その検討の対象とならない問題が生じることとなる。

• したがって、平成27年改正附則第12条第3項の趣旨を踏まえつつ、
令和2年改正の施行期日から一定の検討期間を設けるとともに、その
検討の対象を令和2年改正後の個人情報保護法の施行の状況とする
観点から、この法律の施行後3年ごとの見直し規定を新たに設けること
ととしているものである。
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• なお、新個人情報保護法の施行の状況とは、令和2年改正後の個

人情報保護法全般について施行の状況を指すものであり、今次改正
される事項のみが対象とされているものではない。

• また、これに伴い、平成27年改正附則第12条第3項の規定について

は、新個人情報保護法の施行の施行の状況について検討を加え、そ
の結果に基づいて所要の措置を講じたものとして、附則第11条におい
て、平成27年改正附則第12条第3項中「ごとに」を「目途として」に改め
ることとしている。
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通信の秘密

• 日本国憲法（ 1946年（昭和21年）11月3日公布、1947年（昭和22年）5
月3日施行）第21条

• 第1項「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これ
を保障する。」

• 第2項「検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵して
はならない。」
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大日本帝国憲法第26条

• 大日本帝国憲法（1889年（明治22年）2月11日公布、1890年（明治23
年）11月29日施行）第26条

• 「日本臣民ハ法律ニ定メタル場合ヲ除ク外信書ノ秘密ヲ侵サルルコト
ナシ」
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無線通信等における通信の秘密

• 電波法（1950年5月2日公布、1950年6月1日施行）

• （秘密の保護）

• 第59条 何人も法律に別段の定めがある場合を除くほか、特定の相手方に
対して行われる無線通信（電気通信事業法第四条第一項又は第百六十四
条第三項の通信であるものを除く。第百九条並びに第百九条の二第二項及
び第三項において同じ。）を傍受してその存在若しくは内容を漏らし、又はこ
れを窃用してはならない。

• 有線電気通信法（1953年7月31日公布 1953年7月31日）第9条

• （有線電気通信の秘密の保護）

• 第9条 有線電気通信（電気通信事業法第四条第一項又は第百六十四条
第二項の通信たるものを除く。）の秘密は、侵してはならない。
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電気通信事業法

• 電気通信事業法（1984年12月25日公布、1985年4月1日施行）

• 第4条 （秘密の保護）

• 電気通信事業者の取扱中に係る通信の秘密は、侵してはならない。

• ２ 電気通信事業に従事する者は、在職中電気通信事業者の取扱中
に係る通信に関して知り得た他人の秘密を守らなければならない。そ
の職を退いた後においても、同様とする。

• 第179条（）
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電気通信事業法

• 第179条 電気通信事業者の取扱中に係る通信（第百六十四条第三項に規
定する通信並びに同条第四項及び第五項の規定により電気通信事業者の
取扱中に係る通信とみなされる認定送信型対電気通信設備サイバー攻撃
対処協会が行う第百十六条の二第二項第一号ロの通知及び認定送信型対
電気通信設備サイバー攻撃対処協会が取り扱う同項第二号ロの通信履歴
の電磁的記録を含む。）の秘密を侵した者は、二年以下の懲役又は百万円
以下の罰金に処する。

• ２ 電気通信事業に従事する者（第百六十四条第四項及び第五項の規定に
より電気通信事業に従事する者とみなされる認定送信型対電気通信設備
サイバー攻撃対処協会が行う第百十六条の二第二項第一号又は第二号に
掲げる業務に従事する者を含む。）が前項の行為をしたときは、三年以下の
懲役又は二百万円以下の罰金に処する。

• ３ 前二項の未遂罪は、罰する。
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郵政省「電気通信事業個人情報保護ガイドライン」
（1991年9月）

• 郵政省電気通信局「電気通信事
業における個人情報保護に関す
る研究会」報告（1991年8月）

• 郵政省電気通信局長「電気通信
事業における個人情報保護に関
するガイドライン 」（1991年9月）
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電気通信事業における個人情報保護
『電気通信事業とプライバシー保護』37頁
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堀部政男編著『発信電話番号表示とプライバシー』
（NTT出版、1998年）

はじめに 堀部 政男

第1章 発信電話番号表示サービ
スの概要 大賀 公子

第2章 諸外国における発信電話
番号表示サービスの提供状況と法
的課題 小向 太郎

第3章 わが国における発信電話
番号表示サービスと課題

斉藤啓明、多賀谷一照、新美

育文、大賀公子

第4章 発信電話番号表示サービ
スとプライバシー 堀部 政男
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